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　百年に一度といわれる不況が、子育て家庭の暮

らしも直撃しています。「仕事が少なくなって、

退職に」「ボーナスがガタ減り。出るだけましと

我慢している」など、暮らしが厳しいとの声があ

ちこちから聞こえてきます。

　こうしたもと、鈴木たくや議員は子育てにかか

わる経済的負担を抑えるために羽村市も一層の努

力をおこなうべきとの質問をおこないました。

日本共産党羽村市委員会は、以下の報道をおこないました。

★無料法律相談のお知らせ
１月12日(火)午前10時からです。

事前に予約が必要です。お気軽にご連絡ください。

・中原まさゆき　５５４－１１６３

・市川英子　　　５５４－１１４０

・鈴木たくや　　０８０－１０５８－９４５０

保育園・幼稚園などでの保護者負担
を抑えるため市は一層の努力を

と較べても低く、引き上げるべきだとの質問を鈴木議

員はおこないました。市長は引き上げる考えのないこ

とを答弁しました。

鈴木　幼稚園の保護者からは、幼稚園の保護者にた

いする助成金の増額、入園料への助成金制度創設など

の要望がなされています。幼稚園児への補助金を増額

すべきと考えますが、どうですか？

市長　羽村市の加算額、月額３，４００円は多摩地

区２６市の中でも、上位から１０番目に位置しており、

現段階では他市と比較しても遜色のない額であると考

えております。

認証保育所・認定子ども園へ通
う子どもへの補助金制度をつく
るべきでは

　東京都が独自の基準でつくった保育園が「認証保育所」

です。市内の認証保育所については「小規模でアット

ホームな感じが良い」との評価の声がある一方、制度

的には、保育料が高額で、設備などの基準は一般の保

育園と比べ十分なものではありません。

　特に、高額な保育料への助成金を求める声が多く、

福生市や瑞穂町では実施をしています。

 また、「認定こども園」は幼稚園と保育園を合わせた

新しいタイプの施設で、やはり高額な保育料を引き下

げて欲しいとの声が多くあげられています。こうした

声に応えて鈴木議員は質問しました。市長はそうした

考えのないことを答弁しました。

鈴木　認証保育園、認定子ども園へ通う子どもへの

補助金制度を創設すべきでないか？

市長　これらの施設を利用されていない子育て家庭

との公平性を欠くことや、国や都の一定の補助金が確

立されていることなどの理由から現時点では考えてお

りません。

出生率・羽村市は多摩地域でト
ップに
子育て支援策のさらなる充実を

　　　　日本共産党羽村市議団

　東京都が今年１０月に示した合計特殊出生率データ

によると、羽村市は多摩２６市の中でトップの１．５

１人となり、昨年にくらべ０．０５人のプラスとなっ

ています。これは、保育料を低く抑えてきたこと、中

学校３年生までの医療費軽減制度を所得制限なしでお

こなっていることなど、市が子育て支援策に取り組ん

できた成果と言えるのではないでしょうか。

　実際、「羽村は子育てがしやすいと聞いて転居してき

た」という声もよく聞きます。

　子育てしやすい市政をつくることは、市の発展にか

ならずつながります。今回の質問での回答は満足いく

ものではありませんでしたが、厳しい財政状況が続く

もとですが、さらに子育てしやすい条件整備をすすめ

るため力をつくしてきます。

平均８．８％値上げの答申。
―「保育園の料金はすくなくと
　も維持するべき」

　１２月８日、市が設置した「保育園運営費に係る保護

者負担金審議会」は、平均８．８％の保育料の値上げを

２年間かけておこなうべき、との答申を市長あてに提出

しました。来年４月から保育園の料金が値上げされる可

能性が高まっています。

　これに先立ち、１２月４日の市議会で鈴木たくや議員

は、保育料を値上げをしないよう求める質問をおこない

ました。市長は答申の内容を考慮して決定するとの答弁

をおこないました。

鈴木　現在の保育料は、平成６年に設定されたもので

すが、当時の子育て世代の収入と、現在の子育て世代の

収入を比較してみると、年間約２２万円下がっています。

　保育料を値下げすべきと言いたいところですが、すく

なくとも、現在の保育料を維持する必要があると考えま

す。保育園の料金は値上げすべきでないと考えますが、

どうですか？

市長　審議会の答申を受けた後、その内容を考慮して

市の方針を決定していきます。

幼稚園へ通う子どもへの補助金を

　「幼稚園に子どもを通わせる負担が重い」との声も大

きいものがあります。幼稚園児の保護者には、国や都か

らの助成金の他、羽村市からの助成金が出されています

（3,400円／月）。これは青梅市（3,900～5,700円／月）
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＜大見出し＞
保育園料金、国民健康保険料、水道料金の
値上げ答申だされる
財政難の打開は、市民負担でなく、西口区
画整理の一時ストップで

保育園、幼稚園、認定こども園などでの負
担を抑えるため市は努力を

＜リード＞
　百年に一度といわれる不況が、子育て家
庭の暮らしも直撃しています。「仕事が少
なくなって、退職に」「ボーナスがガタ減
り。出るだけましかなぁ」など、暮らしが
厳しいとの声があちこちから聞こえてきま
す。
　こうしたもと、鈴木たくや議員は子育て
にかかわる経済的負担を抑えるために羽村
市も努力をおこなうべきとの質問をおこな
いました。

　羽村市に入る企業からの税金も、以前は
約２０億円あったものが（●●年）、今年
度は４億円台にまで落ち込む見通しで火の
車。
　こうしたもと、市の審議会などからは、
さまざまな公共料金を値上げする答申が出
され、市民負担が大きく増える危険性が高
まっています。

＜保育園料金―●●＞

＜国民健康保険料―●●＞

＜水道料金―平均１８．５７％引き上げの
方向示される＞

＜１２月４日一般質問で「保育園の料金は
すくなくとも維持するべき」＞
　市が設置した「保育園運営費に係る保護
者負担金審議会」は、●●との答申を１２
月８日に市長あてに提出しました。来年４
月から保育園の料金が値上げされる可能性
が高まっています。
これに先立ち、鈴木たくや議員は値上げを
しないよう市長に求める質問をおこないま
した。

鈴木　現在の保育料は、平成６年に設定さ
れたものですが、当時の子育て世代の収入
と、現在の子育て世代の収入を比較してみ
ると、年間約２２万円下がっています。保
育料を値下げすべきと言いたいところです
が、すくなくとも、現在の保育料を維持す
る必要があると考えます。保育園の料金は
値上げすべきでないと考えますが、どうで
すか？
市長　審議会の答申を受けた後、その内容
を考慮して市の方針を決定していきます。

＜幼稚園、認証保育所、認定こども園へ通
う子どもへの補助金を＞
「幼稚園に子どもを通わせる負担が重い」
との声も大きいものがあります。幼稚園児
の保護者には、国や都からの助成金の他、
羽村市からの助成金が出されています（３
，４００円／月）。これは青梅市（５，７
００円／月）と較べても低く、引き上げる
べきだとの質問をおこないました。

鈴木　幼稚園の保護者からは、幼稚園の保
護者にたいする助成金の増額、入園料への
助成金制度創設などの要望がなされていま
す。幼稚園児への補助金を増額すべきと考
えますが、どうですか？

市長　羽村市の加算額、月額３，４００円
は多摩地区２６市の中でも、上位から１０
番目に位置しており、現段階では他市と比
較しても遜色のない額であると考えており
ます。

＜認証保育所・認定子ども園へ通う子ども
への補助金制度をつくるべきでは＞
　東京都が独自の基準でつくった保育園が
「認証保育所」です。「小規模でアットホ
ームな感じが良い」との評価の声がある一
方、保育料が高額で、設備や●●は一般の
保育園と比べ十分なものとなっていません
。特に、高額な保育料への助成金を求める
声が多く、福生市や瑞穂町では実施をして
います。
また、「認定こども園」は幼稚園と保育園
をくっつけた新しいタイプの施設で、やは
り高額な保育料を引き下げて欲しいとの声
が多くあげられています。こうした声に応
えて質問しました。

鈴木　認証保育園、認定子ども園へ通う子
どもへの補助金制度を創設すべきでないか
？
市長　これらの施設を利用されていない子
育て家庭との公平性を欠くことや、国や都
の一定の補助金が確立されていることなど
の理由から現時点では考えておりません。

＜囲み＞
出生率　羽村市は多摩地域でトップに
市の発展のためにも、子育てしやすい条件
整備をすすめるべき
日本共産党羽村市議団
東京都が今年１０月に示した合計特殊出生
率データによると、羽村市は多摩２６市の
中でトップの１．５１人となり、昨年にく
らべ０．０５人のプラスとなっています。
「羽村は子育てがしやすいと聞いて転居し
てきた」という声もよく聞きます。子育て
しやすい市政をつくることは、市の発展に
かならずつながります。厳しい財政状況が
続くもとですが、さらに子育てしやすい条
件整備をすすめるため力をつくしてきます
。

＜子育て世代の実収入の推移＞
（総務省・家計調査より。平成６～１１年は30～34歳、12年以降は30～39歳世帯）

平成６年 平成20年

50万

46万

42万

(月額)

★平成６年

と平成２０

年の比較で

は、年額約

２２万円の

マイナス。


